
多面的機能支払制度について
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農地・水・環境保全向上活動支援実験事業の実施
１１地区 （全国６００地区）

農地・水・環境保全向上対策（１期対策）
３６５地区で着手（全国１９，６７７地区）
H23～農地・水保全管理支払交付金へ名称変更

向上活動支援交付金の拡充
営農活動支援交付金が別対策へ移行

農地・水保全管理支払交付金（２期対策）
３１７地区で着手（全国１８，６６６地区）

Ⅰ 事業の実施経過
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多面的機能支払交付金（制度創設）
３１７地区は新制度移行見込み

平成１８年度

平成１９年度
～

平成２３年度

平成２４年度
平成２５年度
平成２６年度
平成２７年度
平成２８年度



Ⅱ 多 面 的 機 能 支 払 交 付 金 の 概 要

○ 農業・農村は、国土保全、水源かん養、景観形成等の多面的機能を有しており、その利益は
広く国民全体が享受。

○ しかしながら、近年、農村地域の高齢化、人口減少等により、地域の共同活動等によって支
えられている多面的機能の発揮に支障が生じる状況。

○ また、地域の共同活動の困難化に伴い、水路、農道等の地域資源の維持管理に対する担い手
の負担が増大し、担い手の規模拡大が阻害されることも懸念される状況。

○ このため、農業･農村の多面的機能の発揮のための地域活動に対して支援を行い、多面的機能
が今後とも適切に発揮されるようにするとともに、担い手の育成等構造改革を後押ししてい
く必要。
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１．背景･課題



２．多面的機能支払で構造改革を後押し





３．制度の全体像
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■農地、水路等の資源の保全管理や農村環境を保全する取組を支援するとともに、
老朽化が進む農業用用排水路、農道などの施設の長寿命化のための取組を支援。

４．農地･水保全管理から多面的機能への組替･拡充



Ⅲ 農地維持支払
１．基本的考え方

○ 農業者等による組織が取り組む、水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資源の基礎的保全活動や農村の構
造変化に対応した体制の拡充・強化等、多面的機能を支える共同活動を支援

(1) 交付要件：農業者等で構成される組織を設立し、市町村と協定を締結・認定
・農用地の適切な保全管理の実施
・地域資源（農地、水路、農道等）の基礎的保全活動の実施
・地域資源の適切な保全管理のための推進活動の実施

(2) 交付単価：地目別(田､畑､草地)、地域別(都府県､北海道)に面積当たり単価を設定

(3) 交付対象：農業者のみで構成される組織、
又は、

農業者及びその他の者（地域住民、団体等）で構成される組織

(4) 対象農地：①農振農用地区域内の農用地
②その他の農用地（地方公共団体が多面的機能の維持の観点から必要と認める農用地）

【農地維持支払の基本的考え方】

地 目 都府県 北海道

田 3,000 円/10a 2,300 円/10a

畑 2,000 円/10a 1,000 円/10a

草 地 250 円/10a 130 円/10a
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２．交付対象組織・対象活動

水路の泥上げ農地法面の草刈り

②地域資源の適切な保全管理のための推進活動

・構造変化に対応した体制の拡充・強化
・地域資源保全管理構想の作成 等

農道の路面維持ため池の草刈り

実践活動点検・計画策定

研修

組織運営に関する研修

施設点検 年度活動計画
の策定

○農業者のみで構成される
組織

又は
農業者及びその他の者
（地域住民、団体など）
で構成される組織

○資源向上支払と同組織で
の取組が可能（農地・水
保全管理支払と同様の組
織で取り組むことが可能

農業者

生産
法人

農業者

農業者

地域
住民

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

農業者

地域住民
参加型

○ 交付対象組織

①地域資源の基礎的保全活動

○ 対象活動

）
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Ⅳ 資源向上支払
１．基本的考え方

○ 地域住民を含む組織が取り組む、水路、農道等の軽微な補修や植栽による景観形成等の農村環境の良好な保
全といった地域資源の質的向上を図る共同活動を支援

(1) 交付要件：非農業者を含めた組織を設立し、市町村と協定を締結・認定
・施設の軽微な補修の実施
（協定に位置付けた全ての施設等について必要な取組を毎年実施：機能診断結果に基づき実施の必要性を判断）

・農村環境保全活動の実施
（取り組むテーマを１以上定めた上で、そのテーマの計画策定、啓発・普及及び実践活動をそれぞれ実施）

・多面的機能の増進を図る活動の実施
※農地維持支払による取組を行っている組織（同様の取組を行っている組織を含む）を対象

(2) 交付単価：地目別（田、畑、草地）、地域別（都府県、北海道）に面積当たり単価を設定

(3) 交付対象：非農業者を含めた組織（現行の農地・水保全管理支払と同様の組織）

(4) 対象農地：農振農用地区域内の農用地

１．「地域資源の質的向上を図る共同活動」への支援

地 目 都府県 北海道

田 2,400 円/10a 1,920 円/10a

畑 1,440 円/10a 480 円/10a

草 地 240 円/10a 120 円/10a

※５年以上継続地区又は施設の長寿命化の取組地区は、75％単価を適用
※多面的機能の増進を図る活動に直ちに取り組めない地区は、5/6を乗じた単価を適用
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○ 農地周りの農業用排水路、農道などの施設の長寿命化のための補修・更新等の共同活動を支援。

(1) 交付要件：非農業者を含めた組織を設立し、市町村と協定を締結・認定
・水路、農道などの施設の老朽化部分の補修の実施

（農道舗装の補修、老朽化した水路のコーティング等による補修）

・施設の機能維持のための更新の実施
（素掘り水路からコンクリート水路への更新）

※農地維持支払による取組を行っている組織（同様の取組を行っている組織を含む）を対象

(2) 交付単価：地目別（田、畑、草地）、地域別（都府県、北海道）に面積当たり単価を設定

(3) 交付対象： 農地維持支払による取組を行っている組織（同様の取組を行っている組織を含む）を対象

(4) 対象農地：農振農用地区域内の農用地

地 目 都府県 北海道

田 4,400 円/10a 3,400 円/10a

畑 2,000 円/10a 600 円/10a

草 地 400 円/10a 400 円/10a

２．「施設の長寿命化のための活動」への支援
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２．交付対象組織・対象活動

水路のひび割れ補修 植栽活動

機能診断

実践活動

施設の機能診断

啓発・普及

実践活動

生き物調査による啓発

①施設の軽微な補修 ②農村環境保全活動

水田魚道の設置

田んぼダム（田んぼに降った雨を、
排水口を絞り、ゆっくり排水。一時
的に水を貯め、洪水被害を軽減）

パイプの
直径15cm

出口を絞る
直径５cm

田んぼ

田んぼダムのイメージ

防災・減災力の強化

農村環境保全活動の
幅広い展開

③多面的機能の増進を図る活動

（２）施設の長寿命化のための活動

老朽化した水路壁のコーティング 未舗装の農道をアスファルトで舗装

○地域住民を含む組織

○農地・水保全管理支払と同様
の組織（農地・水環境保全組
織を含む）で取組が可能

地域
住民

農業者

地域住民
参加型

自治会

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

地域
住民

農業者

自治会

ＰＴＡ消防団

都市
住民

ＮＰＯ都市・農村
交流型

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

（１）地域資源の質的向上を図る共同活動

○ 交付対象組織 ○ 対象活動
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Ⅴ 交付金の構成

平成25年度まで

・農地、水路等の資源の日常の管理と、農村環
境の保全のための活動

都府県 北海道

田 4,400 3,400

畑 2,800 1,200

草地 400 200

※５年以上継続地区又は向上
活動支援取組地区は、75％
単価を適用

都府県 北海道

田 4,400 3,400

畑 2,000 600

草地 400 400

平成26年度から

農
地
維
持
支
払
交
付
金

○ 地域資源の質的向上を図る共同活動

都府県 北海道

田 3,000 2,300

畑 2,000 1,000

草地 250 130

都府県 北海道

田 2,400 1,920

畑 1,440 480

草地 240 120

・農地、水路、農道等の地域資源の基礎的保全活動

・農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化、地域
資源保全管理構想の作成等

※５年以上継続地区又は施設の長寿命化の取組地区は、75％単価を適用

（単価表の単位：円/10a）

共
同
活
動
支
援
交
付
金

農地・水保全管理支払交付金（282億円） 多面的機能支払交付金（483億円）

向
上
活
動
支
援
交
付
金

※高度な農地・水の保全活動の対象活動は、「多面的機能の増進を図る活動」の中で実施
H25までの採択地区は、従前と同様に支援

農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の路面維持等

○ 高度な農地・水の保全活動

・地域環境の保全に資する高度な保全活動

○ 施設の長寿命化のための活動

・農地周りの施設の長寿
命化のための補修・更
新等

○ 農地・水・環境保全組織の取組

・農地・水・環境保全組織の設立等：40万円/組織
・地域資源保全プランの策定：50万円/組織

○ 施設の長寿命化のための活動

→現行制度と同

・水路、農道等の軽微な補修、農村環境保全活動
・多面的機能の増進を図る活動

○ 農地･水･環境保全組織の取組

→現行制度と同

都府県 北海道

田 4,400 3,400

畑 2,000 600

草地 400 400

資
源
向
上
支
払
交
付
金

【
創
設
】

【
農
地
・
水
支
払
を
組
替
・
名
称
変
更
】

「農地維持支払」と「地域資源の質的向上を図る
共同活動」に取り組む場合

・農地・水・環境保全組織の設立等：40万円/組織
・地域資源保全プランの策定：50万円/組織

【参考】 都府県 北海道

田 5,400 4,220

畑 3,440 1,480

草地 490 250

※「多面的機能の増進を図る活動」に直ちに取り組めない地区は、5/6を乗じた単価を適用
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Ⅵ 事 業 の 推 進 体 制

弥富市

田原市

豊橋市

新城市

蒲郡市

幸田町

岡崎市

安城市

高浜市

豊田市

南知多町

美浜町

常滑市

武豊町

知多市

大府市

東栄町

豊根村

設楽町

瀬戸市

東郷町

日進市

長久手市

尾張旭市

春日井市

犬山市

小牧市

江南市

一宮市

大治町

飛島村

愛西市 名古屋市

碧南市

刈谷市
知立市

半田市

阿久比町

東海市

豊明市

みよし市

扶桑町

大口町

豊山町
岩倉市

あま市

蟹江町

津島市

東浦町

豊川市西尾市

稲沢市
清須市

北名古屋市

一宮農地・水・環境保
全地域協議会

海部地域協議会

農地・水・環境保全知
多地域協議会

西尾幡豆農地・水・環境保
全地域協議会

東三河農地・水・環境保
全地域協議会

西三河農地・水・環境保
全地域協議会

新城設楽農地・水・環境保
全地域協議会

尾張農地・水・環境保
全地域協議会

豊田加茂農地・水・環境保
全地域協議会

○平成１９年度に設立した９つの地域協議会を

「愛知県農地水多面的機能推進協議会」と一本化し、事業を推進。

○従前の地域協議会は、「愛知県農地水多面的機能推進協議会」の「分会」

として位置付ける。

協議会構成員
・愛知県
・市町村
・県土連
・土地改良区
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